
※平成24年度に実施した事業を評価しています

- 21 - 01 - 03 予算事業名

会計 10 款 02 項 01 目 17

１．事業の位置付けと関連計画、関連事業等
第三次川越市総合計画上の位置付け（太枠内） 位置付けなしの場合

２．事業の目的と概要

３．実施にかかるコストと実績 (単位:千円)
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※25年度、26年度の事業費、人件費は見込額

４．成果指標・活動指標による分析
※臨時職員の給与も、人件費に含みます。

単位

27
年度

年度

年度

年度

５．事業の実施を通じた分析

平成25年度　事務事業評価シート

事務事業名称 基本計画進行管理 継続

コード 24 男女共同参画推進

担当部署 市民部 男女共同参画課 男女共同参画推進予算事業コード

法令による実施義務 義務ではない

基本目標(章) 6章 人と人とのつながりを感じ、安全で安心して暮らせるまち 実施計画事業名 男女共同参画推進

方向性（節） 1節 ふれあいと思いやりのある地域社会の形成 個別計画等の
名称

第四次川越市男女共同参画基本
計画施策 3 男女共同参画社会の実現

細施策 2 あらゆる分野への男女共同参画の促進
当事業に関連
する事務事業

調査・研究、推進体制整備事業実施の根拠となる
法令・条例等

川越市男女共同参画推進条例

事業の目的
（誰・何を対象に、何の
ために実施するのか）

市民を対象に、男女共同参画に関する施策を策定し、各施策における男女共同参画の意識を浸透させ、総合
的に推進していくため、計画の進捗状況調査と進行管理を実施する。

事業の概要
（活動内容、実施手段・

方法など）

川越市男女共同参画推進条例第８条に基づき策定された、第四次川越市男女共同参画基本計画の各施策に
ついて、毎年度、関係各課の推進状況を確認し、全体の報告書を作成する。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

予算額 0 920 0 0 0

（25年度予算額大幅増／減の理由）

事業費 19 703 0 0 0 30

2,568 2,598

人件費 2,568 2,568 2,568 2,568 2,568

0.35人 0.35人 0.35人 0.35人

2,568

総コスト（Ｃ＝Ａ＋Ｂ） 2,587 3,271 2,568 2,568

0.35人

臨時職員（1年間の従事人数） 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

正規職員（1年間の従事人数） 0.35人

0 0

国県支出金 0 0 0 0 0

3,271 2,568 2,568 2,568

0

その他特定財源 0 0 0 0

2,598

評価指標 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度目標値 将来目標値

市の財政負担（＝Ｃ－Ｄ－Ｅ） 2,587

成果
進捗状況Ａ評価の比
率

％ 89.6 90.7 83.0 87.8 90.0 93.0

指標の定義・説明 かわごえ男女共同参画プランⅢ及びⅣにおける、進捗状況Ａ評価（順調）の割合　Ａ評価／事業値数

指標の定義・説明

指標の定義・説明

指標の定義・説明

計画の有効性を示すためには、関係各課それぞれの努力が必要であり、市全体で臨むべき問題である。そのためにも、よりわかり易い進
行管理が必要となるため、関係各課との調整を密にしていく必要がある。　平成２５年度は、第五次計画への基礎となる意識調査を実施
するため、しっかりとした分析が必要である。

⑵　比較参考値（他市での類似事業の例など）

どこの自治体でも、男女共同参画基本計画を持ち、その策定プロセス等は概ね同様である。

⑶　事業を廃止・縮小したときの影響

現在は、５年毎に男女共同参画基本計画を策定しているが、この計画は男女共同参画推進の基礎となるものであるため、必要不可欠で
ある。
策定までの期間についても、調査や審議を重ねるため重要な時間となっている。故に、本事業の廃止・縮小はありえない。

指標に基づく評価
評価指数については、関係各課の事業実施状況によるものであり、本来評価できないものであるが、自己評
価が低い主管課に対しての啓発促進に有効であると考える。

⑴　現在の課題と状況 有効性に課題 効率性に課題
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平成25年度事務事業評価　方向性提示シート
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基本計画進行管理事務事業名称

男女共同参画推進担当男女共同参画課市民部所管部署

第五次川越市男女共同参画基本計画の策定を見据え、内容、検証方法等を随時
検討しながら、よりわかりやすい推進状況報告書の作成に努める。

継　続

継　続

各種計画の進行管理については、内容、検証方法等を随時検討しながら、よりわか
りやすい推進状況報告書の作成に努める。

継　続
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